
5月 3日・憲法記念日
4日・国民の休日
5日・こどもの日

（皐月）MAY

中小企業のサラリーマンを中心に、約3,600万人が加入する政府
管掌健康保険（政管健保）の改革が、平成20年10月に行われる予
定です。現在、社会保険庁が運営している政管健保は都道府県単
位の運営となり、全国一律となっている保険料率は都道府県ごと
に地域の医療費を反映した保険料率となります。

あ
け
ま
し
て

お
め
で
と
う

ご
ざ
い
ま
す

国　税／4月分源泉所得税の納付

5月10日

国　税／3月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 5月31日

国　税／9月決算法人の中間申告

5月31日

国　税／6月、9月、12月決算法人の

消費税等の中間申告

（年3回の場合） 5月31日

国　税／個人事業者の消費税等の中

間申告（年3回の場合）5月31日

国　税／確定申告税額の延納届出に

よる徴収猶予税額の納付

5月31日

国　税／特別農業所得者の承認申請

5月15日

地方税／自動車税・鉱区税の納付

県条例で定める日

労　務／労働保険料（概算・確定）申

告書の提出 5月22日

労　務／労働保険料（全期・1期分）の

納付 5月22日
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１
　
株
式
売
渡
請
求

こ
れ
ま
で
、
株
式
を
譲
渡
制
限
株
式

と
し
た
場
合
で
も
、
相
続
や
合
併
等
に

よ
る
株
式
の
移
転
は
制
限
す
る
こ
と
が

で
き
ま
せ
ん
で
し
た
。
こ
の
た
め
、
会

社
に
と
っ
て
望
ま
し
く
な
い
相
手
に
株

式
が
分
散
し
て
し
ま
う
こ
と
が
あ
り
ま

し
た
。

し
か
し
、
新
会
社
法
で
は
、
定
款
で

定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
会
社
が
相
続
等

で
移
転
し
た
譲
渡
制
限
株
式
に
つ
い
て
、

売
渡
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と

に
な
っ
た
た
め
、
会
社
の
経
営
を
安
定

さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

し
た
。

こ
の
売
渡
請
求
を
行
う
際
に
は
次
の

注
意
点
が
あ
り
ま
す
。

①
請
求
期
限

相
続
等
が
あ
っ
た
こ

と
を
知
っ
た
日
か
ら
一
年
以
内
に
、
株

主
総
会
の
特
別
決
議
（
株
主
の
議
決
権

の
過
半
数
を
有
す
る
株
主
が
出
席
し
、

か
つ
そ
の
議
決
権
の
三
分
の
二
以
上
の

賛
成
）
を
経
て
請
求
。
②
売
買
価
格
あ

株
式
の
売
買
価
格
は
当
事
者
の
協
議
に

よ
り
ま
す
が
、
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
、

裁
判
所
に
売
買
価
格
決
定
の
申
し
立
て

が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
申
し
立
て
は

売
渡
請
求
の
日
か
ら
二
〇
日
以
内
に
行

う
必
要
が
あ
り
ま
す
。
③
財
源
規
制
あ

余
剰
金
分
配
可
能
額
を
超
え
る
買
取
り

は
で
き
ま
せ
ん
。

２
　
議
決
権
制
限
株
式
の
活
用

こ
れ
ま
で
、
株
式
会
社
は
議
決
権
制

限
株
式
を
発
行
済
株
式
総
数
の
二
分
の

一
ま
で
し
か
発
行
で
き
ま
せ
ん
で
し
た
。

今
度
の
新
会
社
法
で
は
株
式
譲
渡
制
限

会
社
に
お
い
て
は
発
行
限
度
が
撤
廃
さ

れ
て
い
る
た
め
、
事
業
承
継
者
以
外
へ

相
続
す
る
株
式
は
、
議
決
権
制
限
株
式

と
す
る
こ
と
で
、
経
営
の
安
定
を
図
る

こ
と
が
可
能
で
す
。

３
　
議
決
権
や
配
当
に
つ
い
て

株
主
ご
と
の
異
な
る
取
扱
い

こ
れ
ま
で
、
株
式
会
社
で
は
、
原
則

と
し
て
出
資
額
に
応
じ
た
議
決
権
・
配

当
を
行
う
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
し
た
。

一
方
、
有
限
会
社
で
は
、
定
款
に
定
め

を
置
け
ば
議
決
権
の
行
使
や
配
当
な
ど

に
つ
い
て
出
資
者
ご
と
に
異
な
る
取
扱

い
が
で
き
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
し
た
。

新
会
社
法
で
は
、
株
式
譲
渡
制
限
会
社

に
お
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
有
限
会
社

と
同
様
の
定
め
を
定
款
に
置
く
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
に

よ
り
、
事
業
承
継
者
以
外
に
相
続
さ
れ

る
株
式
に
つ
い
て
、
定
款
に
定
め
る
こ

と
に
よ
り
議
決
権
を
制
限
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

上
記
の
ケ
ー
ス
で
は
、
民
法
上
の
均

分
相
続
な
ど
の
権
利
に
よ
り
、
Ｂ
、
Ｃ
、

Ｄ
に
株
式
を
均
等
に
相
続
す
る
と
、
株

式
が
分
散
し
、
後
継
者
Ｂ
の
経
営
が
不

安
定
に
な
り
ま
す
。

そ
こ
で
、
事
例
へ
の
対
応
例
と
し
て
、

以
下
の
方
法
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

相
続
に
よ
る
株
式
移

転
の
制
限

Ｃ
、
Ｄ
へ
の
相
続
に
よ
る
株
式
の
移

転
に
つ
い
て
、
定
款
に
定
め
を
置
く
こ

と
に
よ
り
、
移
転
後
の
株
式
に
つ
い
て

売
渡
請
求
を
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

議
決
権
制
限
株
式
の

活
用

相
続
に
先
立
っ
て
、
Ｃ
、
Ｄ
に
相
続

さ
れ
る
株
式
を
議
決
権
制
限
株
式
に
変

事
業
承
継
に
お
け
る

新
会
社
法
の
活
用
例

5月号 2

活
用
例
１

活
用
例
２

新
会
社
法
に
よ
り
、 

円
滑
な
事
業
承
継
が 

可
能
に 

＜事業承継における新会社法の活用例＞ 

事 例 

（ 後 継 者 ）  

B

（ 非 後 継 者 ）  

C

（ 非 後 継 者 ）  

D

（ 経 営 者 ）  

A

株

式

の

相

続

 



3 5月号

え
て
お
く
こ
と
が
で
き
ま
す
。
Ｃ
、
Ｄ

相
続
分
が
株
式
総
数
の
二
分
の
一
を
超

え
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
議
決
権
制
限

株
式
を
利
用
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

議
決
権
に
つ
い
て
株

主
ご
と
の
異
な
る
取

扱
い

Ｃ
、
Ｄ
に
相
続
さ
れ
る
株
式
に
つ
い

て
、
定
款
の
定
め
に
よ
り
、
議
決
権
を

制
限
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

新
会
社
法
Ｑ
＆
Ａ

全
国
の
有
限
会
社
の
数
は
約
一
八
九

万
社
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の

有
限
会
社
は
、
特
例
有
限
会
社
と
し
て

存
続
す
る
こ
と
に
な
り
、
新
会
社
法
施

行
後
も
有
限
会
社
の
商
号
を
そ
の
ま
ま

使
用
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
ま
す
。
ま

た
、
こ
れ
ま
で
の
有
限
会
社
と
同
じ
規

制
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
さ
ら
に
、
従
来

五
〇
名
と
さ
れ
て
き
た
社
員
（
出
資
者
）

の
員
数
制
限
は
廃
止
さ
れ
、
最
低
資
本

金
制
度
も
無
く
な
り
、
新
株
予
約
権
や

社
債
の
発
行
が
可
能
に
な
り
ま
す
。
つ

ま
り
、
規
制
が
強
化
さ
れ
る
こ
と
は
あ

り
ま
せ
ん
。

特
例
有
限
会
社
と
し
て
存
続
す
る
の

に
特
別
な
手
続
き
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん

（
た
だ
し
、
最
低
資
本
金
規
制
の
特
例
制

度
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
「
確
認
有
限
会

社
」
は
定
款
変
更
が
必
要
）。
ま
た
、
い

つ
で
も
株
式
会
社
へ
移
行
す
る
こ
と
が

可
能
で
す
。

新
会
社
法
で
は
、
株
式
譲
渡
制
限
会

社
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
有
限
会

社
と
同
様
の
定
め
を
定
款
に
置
く
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
こ
れ

に
よ
り
、
事
業
承
継
者
以
外
に
相
続
さ

れ
る
株
式
に
つ
い
て
、
定
款
に
定
め
る

こ
と
に
よ
り
議
決
権
を
制
限
す
る
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

全
て
の
株
式
の
譲
渡
を
制
限
し
て
い

る
株
式
会
社
の
こ
と
。
新
会
社
法
で
は
、

有
限
会
社
制
度
の
廃
止
に
よ
り
、
株
式

譲
渡
制
限
会
社
で
あ
る
か
ど
う
か
が
制

度
設
計
上
の
基
準
と
な
っ
て
い
ま
す
。

株
式
譲
渡
制
限
会
社
に
な
れ
ば
、
株
式

会
社
で
あ
り
な
が
ら
有
限
会
社
の
よ
う

な
簡
易
な
規
制
を
選
択
可
能
で
す
。

株
式
譲
渡
制
限
会
社
と
は
？

こ
れ
ま
で
の
有
限
会
社
は
ど
う
な
る
？

‖

特
別
な
手
続
き
は
不
要

＜参考＞新・旧制度の比較 

※大会社とは＝資本金5億円以上または負債総額200億円以上の株式会社 

これまでの株式会社 これまでの有限会社 新会社法での株式会社 

根拠法令 

最低資本金 
取締役会 
監査役 

取締役の数 

1000万円 
必ず設置 
必ず設置 

300万円 
設置できない 
任意で設置 

3人以上 1人以上 

― ― 

発行可能 発行不可能 

なし 
任意で設置 
（株式譲渡制限会社の場合） 

会計参与の設置が可能 
発行可能 
（特例有限会社も発行可能） 
あり 

取締役会を置かない場合は 
１人以上 
置く場合は3人以上 

取締役・監査役の任期 

その他 

社債・新株予約券 

あり なし 決算公告の義務 
あり 
任意で設置 
（大会社は必ず設置） 
定款に置くことが可能 
（株式譲渡制限会社の場合） 

あり なし 会計監査人制度 

定款に置けない 
定款に置くことが 
可能 

株主ごとの異なる 
取り扱いの定め 

取締役2年 
監査役4年 

制限なし 

取締役　原則2年 
監査役　原則4年 
ただし、株式譲渡制限会社の場 
合、定款で定めればそれぞれ最 
大10年まで延長可能 

商法第２編 
商法特例法 

有限会社法 新会社法 

機 関 

その他 

活
用
例
３



5月号 4

子
育
て
を
行
う
家
庭
の
経
済
的
負
担
を

軽
減
等
す
る
目
的
で
支
給
さ
れ
る
児
童
手

当
は
、
原
則
と
し
て
三
歳
未
満
の
子
供
を

監
護
す
る
等
一
定
要
件
を
満
た
し
た
人
を

対
象
と
し
て
い
ま
す
が
、
当
面
は
特
例
に

よ
り
「
小
学
三
年
を
修
了
す
る
ま
で
」
に

拡
充
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
が
、
本
年
四

月
以
降
「
小
学
校
修
了
ま
で
」
に
改
正
さ

れ
、
さ
ら
に
対
象
者
が
拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
改
正
に
よ
り
新
た
に
対
象
と
な
る

人
は
、
九
月
三
十
日
ま
で
に
住
所
地
の
市

区
町
村
に
申
請
す
れ
ば
本
年
四
月
ま
で
遡

り
児
童
手
当
が
受
け
ら
れ
ま
す
。

支
給
額
は
、
対
象
児
童
一
人
に
つ
き
第

二
子
ま
で
は
月
額
五
千
円
、
第
三
子
以
降

は
同
一
万
円
で
す
が
、
扶
養
親
族
の
数
と

公
的
年
金
の
加
入
制
度
に
よ
り
所
得
制
限

が
あ
り
ま
す
。

ち
な
み
に
、
児
童
手
当
は
、
認
定
請
求

し
た
日
の
翌
月
か
ら
支
給
さ
れ
ま
す
の

で
、
子
供
が
生
ま
れ
た
と
き
は
、
住
所
地

の
市
区
町
村
に
出
生
届
を
提
出
後
す
ぐ
に

請
求
手
続
き
を
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

継続雇用定着促進助成金の
一部が改正

継続雇用の促進・定着を図るために、61歳以

上までの定年年齢の引上げ等を行う事業主に対

し、継続雇用定着促進助成金が支給されてきま

したが、昨年改正された高年齢者雇用安定法の

実施に伴い、下記の見直しが行われました。

①　助成の対象者
従来、本助成金は、定年制の廃止、61歳以上

の年齢までの定年引上げ、または希望者全員の

65歳以上の年齢までの継続雇用制度の導入を実

施した事業主や高年齢者事業所創設事業主を対

象としてきましたが、これを統合するとともに、

支給対象者として本年4月1日以降61歳以上の年

齢を直ちに65歳以上の年齢まで引き上げる雇用

確保措置を導入した事業主に限定しました。

②　支給額が減額
企業規模及び60歳を超えて65歳まで引き上げ

た年数に応じて支給されてきたものが、企業規

模及び義務化年齢を超えて65歳まで引き上げた

年数に応じて支給されるとともに１回限りの支

給となりました（下表参照）。

申請は各都道府県の高年齢者雇用開発協会ま

で。

介
護
保
険
料
の
徴
収
方
法
は
、
第
一

号
被
保
険
者
（
市
区
町
村
の
区
域
内
に

住
所
を
有
す
る
六
五
歳
以
上
の
人
）
に

該
当
す
る
の
か
第
二
号
被
保
険
者
（
四

〇
歳
以
上
六
五
歳
未
満
の
医
療
保
険
加

入
者
）
に
該
当
す
る
の
か
に
よ
り
異
な

り
ま
す
。

第
二
号
被
保
険
者
の
介
護
保
険
料

は
、
現
在
加
入
し
て
い
る
医
療
保
険
制

度
の
算
定
に
基
づ
き
決
定
さ
れ
、
医
療

保
険
料
と
一
緒
に
徴
収
さ
れ
ま
す
。

一
方
、
第
一
号
被
保
険
者
の
介
護
保

険
料
は
、
老
齢
給
付
の
年
金
額
が
一
八

万
円
（
月
額
一
万
五
千
円
）
以
上
の
人

に
つ
い
て
は
年
金
の
支
払
い
の
都
度
当

該
年
金
額
か
ら
控
除
（
障
害
及
び
死
亡

に
関
す
る
年
金
か
ら
の
控
除
は
不
可
）

さ
れ
、
一
万
五
千
円
未
満
の
人
に
つ
い

て
は
納
付
書
に
よ
り
市
区
町
村
に
個
別

に
納
付
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
控
除
で
き
る
年
金
が
障
害
及
び

死
亡
に
関
す
る
年
金
給
付
に
ま
で
拡
大

さ
れ
、
本
年
四
月
（
実
際
の
控
除
は
同

十
月
が
原
則
）
か
ら
実
施
さ
れ
ま
す
。

児
童
手
当
の
支
給
対
象
が
拡
充

介
護
保
険
料
の
徴
収
方
法

■ 継続雇用制度奨励金 

定年延長及び定年廃止 雇用確保措置内容 継続雇用制度 

雇用確保措置期間 

企
業
規
模

 

１～９ 

１０～９９ 

１００～２９９ 

３００～４９９ 

５００～ 

3年 
（６２歳→６５歳） 

60 

120 

180 

270 

300

万円 

2年 
（６３歳→６５歳） 

40 

80 

120 

180 

200

万円 

1年 
（６４歳→６５歳） 

20 

40 

60 

90 

100

万円 

3年 
（６２歳→６５歳） 

45 

90 

120 

180 

210

万円 

2年 
（６３歳→６５歳） 

30 

60 

80 

120 

140

万円 

1年 
（６４歳→６５歳） 

15 

30 

40 

60 

70

万円 （人） 




